
道路周辺の土地利用等による渋滞対策（案）交通の円滑化

［渋滞と立地の現状］ ［制度的課題］

① 道路周辺の土地利用に関する既存の立地許可制度（大店立地法等）では、

施設敷地内での対策を中心に周辺交通への影響を抑制することとしてお

り、結果として立地後に広域的な渋滞を多く生じさせている現状。更に、

立地後に、立地者に対して渋滞対策を要請することを前提とした枠組み

となっていない。

② 道路管理者は、商業施設等の立地に際して、道路への接続工事に対す

る承認を行っているが、交通への影響について、交差点からの位置など

簡易な審査にとどまっている。

今後の方向性

現状と課題

① 我が国の道路の移動時間の約４割が渋滞で損失しており、人口減少時

代を迎える中、生産性を向上していくため、渋滞対策の強化が必要。

② 大規模小売店舗等の商業施

設の沿道立地による渋滞は、

全国の主要渋滞ポイントの１割

以上を占めているなど、渋滞の

大きな要因。加えて、大規模小

売店舗数はこの５年間で幹線

道路沿いは約５割も増加してお

り、今後、更なる渋滞への影響

が懸念。

③ 道路周辺の土地利用に起因する渋滞の抑制や安全性を確保するため、

立地前の計画段階から立地後の追加対策に至るまで、PDCAサイクルを確

実に回す取組を強化する必要がある。

④ その際、道路管理者は土地利用に関する許可権者と連携を高めるとともに、

立地者に対して直接対策を要請する仕組みも強化する必要がある。

① 国・地方の厳しい財政事情や渋滞分析に関わる技術の進展を踏まえ、

外部不経済を生じさせる立地者に対して、施設敷地外の道路への対策を

含め、必要なコストを適切に負担させていく必要がある。

② その際、道路への接続性が制限される一方、安全や景観面等が向上する

などのメリット・デメリットについて、地域の理解が重要である。

その他
約7,800個所

商業施設が
渋滞要因
約１割

（約1,200箇所）

商業施設への右折待ち
による渋滞が発生

商業施設

出典）全国大型小売店総覧より作成

【幹線道路沿いの大規模小売店舗数】

【既存の立地許可制度と道路管理者に関する課題】

計画立案・基本設計

計画・立地の流れ 既存の立地許可制度
（大店立地法等）

道路管理者

• 立地者は施設敷地内での
対策を中心に計画。

• 接道工事の承認審査では、
乗入口の位置などの確認が
中心。

• 承認の際に、渋滞した場合
の事後対策を明確にしてい
ない。

• 渋滞状況等をモニタリングす
る枠組みになっていない。

• 事後対策を実施する枠組み
になっていない。

工事着手

立地

実施設計

道路法第24条

【全国主要渋滞ポイントの要因】
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（参考） 大規模店舗立地前後の渋滞データ

① 商業施設周辺での渋滞損失時間が増加、速度が低下
［店舗面積：約40,000㎡］

② 周辺道路では渋滞だけでなく、事故件数も増加
［店舗面積：約30,000㎡］

【渋滞】

立地前（H24.7～H25.3） 立地後（H25.4～H25.12）
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立地後立地前

【事故件数】

（件/9ヶ月）

Ａ：主要渋滞ポイント周辺
（半径500m以内の事故件数） （半径500m以内の事故件数）

Ｂ：施設周辺

（件/9ヶ月） （件/9ヶ月）

Ｃ：主要渋滞ポイント周辺

（半径500m以内の事故件数）

立地前 立地後 立地前 立地後 立地前 立地後

主要渋滞ポイント
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立地前（H25.10） 立地前（H25.10）

－1.5km/h（－5.3%）※

26.6km/h※ 14,735人・時間／日※

立地前（H27.10）

25.1km/h※

立地後（H27.10）

18,125人・時間／日※

＋3,390人・時間／日(＋23.0%)※

立地前後の渋滞損失時間差立地前後の速度差

【速度】
立地前後の渋滞損失時間差立地前後の速度差

凡例
0～30人・時間／日増加

30～60人・時間／日増加
60人・時間／日以上増加

主要渋滞箇所

大規模小売店舗

速度差
0～5km/h低下
5～10km/h低下
10km/h～低下
データ無し

主要渋滞箇所

大規模小売店舗

－0.6km/h（－2.2%）※

【渋滞損失時間】

凡例
80人・時間／日未満
80～160人・時間／日

160～240人・時間／日
240～320人・時間／日
320～400人・時間／日
400人・時間／日以上

主要渋滞箇所

大規模小売店舗

凡例
80人・時間／日未満
80～160人・時間／日

160～240人・時間／日
240～320人・時間／日
320～400人・時間／日
400人・時間／日以上

主要渋滞箇所

大規模小売店舗

速度
10km/h未満
10～20km/h
20～30km/h
30km/h以上
データ無し

主要渋滞箇所

大規模小売店舗

速度
10km/h未満
10～20km/h
20～30km/h
30km/h以上
データ無し

主要渋滞箇所

大規模小売店舗

速度差
0～5km/h低下
5～10km/h低下
10km/h～低下
データ無し

主要渋滞箇所

大規模小売店舗

※5km四方の国道・都道府県道を対象とし、速度は平均値、渋滞損失時間は合計値を算出
（平日昼間12時間（月間値））

凡例
0～ 50人・時間／日増加

50～100人・時間／日増加
100人・時間／日以上増加

主要渋滞箇所

大規模小売店舗

※ 5km四方の国道・都道府県道を対象とし、速度は平均値、渋滞損失時間は合計値を算出
（休日昼間12時間（月間値））

＋1,161人・時間／日(＋5.0%)※

約1.2倍 約2.1倍 約1.2倍

Ａ

Ｂ

Ｃ



［既存制度の対象施設と課題］ ［諸外国の事例］

（１） 対象施設について

【物流施設立地後の交通状況】

② 一方、近年、内陸部での大型施設の立地が進行する物流施設について

は、既存の立地許可制度の交通アセスの対象外となっているが、立地

後に周辺道路で渋滞を発生させるなどの課題も顕在化している。

今後の方向性

① 既存の立地許可制度で対象としている業種だけではなく、物流施設等も

含め、一定以上の出入交通量が見込まれる他業種の施設についても、

対策を強化する必要がある。

対象施設 対象規模

世帯住宅
アパート
マンション

95世帯以上
150世帯以上
190世帯以上

ショッピングセンター
ファストフードレストラン（ドライブイン付）
ガソリンスタンド（コンビニ付設）

6,000ft2以上（約560m2）
3,000ft2以上（約280m2）
給油機7機以上

研究開発施設
軽工業施設・倉庫
工場
バス送迎付きパークアンドライド駐車場

73,000ft2以上（約6,800m2）
180,000ft2以上（約16,700m2）
149,000ft2以上（約13,900m2）
収容台数170台以上

① 諸外国では、一定以上の誘発交通が見込まれる施設については、広範

な業種を対象として交通アセスメントを実施している例もある。

対象施設 対象規模

住居施設 共同住宅 6万㎡以上

業務施設
一般業務施設 2.5万㎡以上

国家または地方自治体の庁舎 0.6万㎡以上

販売施設
市場、その他大規模店舗 1.1万㎡以上

ディスカウントストア、専門店、デパート、
ショッピングセンター

0.6万㎡以上

工場 一般工場等 7.5万㎡以上

【アメリカでの対象施設例】

【韓国での対象施設例】

① 大店立地法では、店舗面積1,000m2超の大規模小売店舗とする等、

立地面積や業種で対象を限定して、交通アセスメントを実施。

出典：ITE指針「Transportation Impact Analyses for Site Development 2010」をもとに作成

出典：「大規模都市開発に伴う交通対策のたて方」（計量計画研究所,2008）をもとに作成
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制度 対象施設 定義

大規模小売
店舗立地法

店舗面積が
1,000m2を超える
大規模小売店舗

一の建物（一の建物として政令で定めるものを含む）
であって、その建物内の小売業（飲食店業を除くもの
とし、物品加工修理業を含む）の店舗面積の合計が
1,000m2又は都道府県が条例で定める基準面積を
超えるもの

② 特に、渋滞への影響（周辺の主要渋滞ポイントの存在等）や周辺の土地

利用状況など、各地域の特性を踏まえ、重点的に対象とすべき施設を

検討する必要がある。

立地前後の渋滞損失時間差立地前後の速度差

－1.5km/h（－3.9%）※ ＋502人・時間／日(＋15.5%)※

※ 5km四方の国道・都道府県道を対象とし、速度は平均値、渋滞損失時間は合計値を算出
（平日昼間12時間（月間値））



① 今後は動的手法を基本として予測を実施していく必要がある。

② 使用する動的手法は、詳細な車両の動きや渋滞の発生等が再現できるよう、

一定の技術的要件を設定する必要がある。（右折待ち車両が本線の走行を

阻害する現象の再現等）

③ 動的手法に基づく渋滞（要対策）の判断基準を設定していく必要がある。過

去に問題となった事例を超える状態が予測される場合、あるいは主要交差

点での信号待ち2回以上が予測される場合など、今後データを蓄積して基準

を絞り込んでいくことが必要である。

④ 予測に用いる原単位の設定は重要であり、当面は既存の制度で用いられて

いる原単位を使用しつつ、今後のモニタリングによる集客データや立地者か

らの提供データを蓄積し、原単位の改善に反映させていく必要がある。

［対象範囲の現状と課題］

① 既存の立地許可制度では、交通アセスの予測範囲について、施設の最

寄交差点とするなど、多くの場合施設近傍の範囲にとどまっている。

② 一方、立地後の交通状況を分析すると、より広範囲にわたって渋滞や事

故など交通に影響を及ぼしている状況にある。

［予測手法の現状と課題］

（２） 検討の対象とする範囲・影響の予測手法

① 既存の立地許可制度では、静的手法による予測を基本としており、大規

模施設や周辺の交通に著しい影響を与える可能性が高い場合は、動的

手法（交通シミュレーション）を用いて予測する場合もある。

② 動的手法は静的手法に比べ、多様なファクターを考慮することが可能な

ため、より実態に近い予測が可能。

今後の方向性今後の方向性

① 立地による交通への影響が広範囲に及んでいることを踏まえ、施設近傍

だけではなく、施設の規模や種類、周辺の交通状況も踏まえ、一定の距離

（施設を中心に4～5kmの範囲を目安）を影響範囲として設定すべきである。

② 特に地域で重点的に対策を講じることとしている主要渋滞ポイントへの影響

について、考慮する必要がある。

③ 一方、事前の影響範囲の設定には限界があるため、事後のモニタリングで

広く渋滞状況を把握することについて、あらかじめ明確にする必要がある。

④ 今後、より適切な影響範囲の設定ができるよう、データを蓄積し検証すると

ともに、渋滞協等も活用しながら、予測等の精度の向上を図る必要がある。
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静的手法 動的手法

特
徴

長
所

• 特定期間内（1日、時間）の

定常状態を仮定した交通状
況を予測できる

• 特定の道路区間ごと、交差
点ごとの交通状況を予測で
きる

• 時々刻々と変化する交通状況を予
測できる

• 連続交差点やボトルネックにより生
じる先詰まりなど、複数交差点の相
互の影響などを俯瞰的に予測できる

• 道路形状の変更や信号制御の最適
化等の対策実施による交通状況を
微視的に予測できる

短
所

• 時々刻々と変化する交通状
況や周辺交差点への影響
などを考慮できない

• 解析に必要なデータの種類が多い

• 静的解析に比べ、費用と時間がか
かる

算出項目
•交通量、混雑度、交差点需
要率など

• 交通量、旅行時間、渋滞長、信号待
ち回数、入庫待ち時間など

【対象範囲のイメージ】 【静的手法と動的手法の比較】

施設

事前の予測範囲（今後）

事後のモニタリング範囲（今後）

主要渋滞ポイント

施設規模等に応じて設定
（面積、出入り交通量）

現在の予測範囲



① ETC2.0などＩＴ技術を活用し、土地利用に伴う渋滞や交通安全への影響に

着目したモニタリングを強化すべきである。

② 渋滞対策協議会等の場を活用しながら、道路管理者によるモニタリングを

通じて、今後のアセスメントに向けて必要なデータの収集や手法の検討を

進めていく必要がある。 （ラスト１マイルを把握するために施設出入口へのETC2.0

路側機を設置する等の収集体制の工夫についても検討が必要。）

③ モニタリングに際しては、立地直後と一定期間後で渋滞状況が変化する

ケースがあることについても考慮する必要がある。

④ 今後、道路管理者によるモニタリング結果の公表やETC2.0を含め交通デー

タのオープン化等を通じて、立地者や地域住民が立地後の交通状況を把

握しやすい環境を創出していく必要がある。

（３） 立地前に要請する対策メニュー・立地後のモニタリング

［立地前の対策メニューの現状と課題］

① 既存の立地許可制度では、立地者は駐車場台数の確保など施設敷地

内のハード対策を中心に事前対策を実施している。

② 立地後、駐車場への出入に起因する渋滞や経路上の交通集中による渋

滞等が生じており、施設敷地内のハード対策や、施設敷地外のソフト対

策のみでは限界がある。

③ これまでは、これら土地利用に起因する渋滞についても、多くの場合、道

路管理者が事後に道路のハード対策を講じているのが現状。

［立地後のモニタリングの現状と課題］

① 既存の立地許可制度では、立地後の周辺道路交通のモニタリングにつ

いて、立地者に対して明確に求める枠組みとなっていない。

② 最近のＩＴ技術の進展により、時系列あるいは面的な渋滞や交通安全に

関する変化について科学的分析が可能となっている。

③ 全国の渋滞箇所について効果的な対策を推進するため、都道府県単位

等で道路管理者、警察、自治体、利用者団体等から構成される渋滞対

策協議会が設置されており、地域の主要渋滞箇所についてモニタリング

等による検証を行いながらソフト・ハード対策を検討・実施している。

今後の方向性今後の方向性

① 立地後における渋滞の増加や安全性の低下の状況を踏まえ、施設敷地内

での対策だけでなく、周辺道路におけるハード対策（付加車線、交差点改良

等）も、渋滞対策協議会等の場で調整を図りながら、原因者である立地者

が適切に実施する必要がある。

② 特に幹線道路については、施設利用者以外の道路利用者に与える影響が

大きいため、厳格な対策を立地者に求めるなど、道路の性格・機能に応じて

立地者に求める対策メニューを選定する必要がある。

③ 更には、対象とする道路の性格や機能を踏まえ、沿道施設の道路へのアク

セスの制限や、沿道区域の土地利用の制限、周辺の土地利用について、

あらかじめ課金を行い、これを財源として対策を講じる仕組みなど、新たな

枠組みについて、道路ネットワークのあり方も含め検討する必要がある。

取得した急ブレーキ箇所を面的に表示
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☓：急ブレーキ発生箇所

制度
ハード対策

ソフト対策
敷地内 敷地外

大規模小売
店舗立地法

・指針

実施が必要な事項として記載
あり
・駐車場の必要台数の確保
・効率的な駐車場形式の選択
・自転車駐輪場の確保 等

主に道路管理者等が
対応すべき対策例とし
て記載あり
・付加車線の設置
・信号設置
・道路・交差点の改良

等

実施が必要な事項として記
載あり

・駐車場までの適切な案内
経路の設定

・案内表示の設置
・交通整理員の配置 等

大規模開発
地区関連
交通計画
マニュアル

対策例として記載あり

・駐車場等の出入口は、原則
として幹線道路に直接設け
ず、必要に応じて集約

・タクシー施設の周辺道路か
らの進入路は適切な位置に
配置 等

対策例として記載あり
・停車帯の確保
・付加車線の設置
・線形改良

・付加右左折車線の
新増設

・立体交差化 等

対策例として記載あり
・駅からのシャトルバス運行

・駐車場案内、係員による
誘導 等

【IT技術の活用による分析例】

施設周辺へのアクセス経路を表示

【既存の枠組みにおける対策メニュー】

：アクセス経路



対象とする道路の性格や機能を踏まえ、以下を検討

① 沿道施設の道路へのアクセスを制限する仕組み

② 沿道区域の土地利用を制限する仕組み

③ 周辺の土地利用について、あらかじめ課金を行い、これを

財源として対策を講じる仕組み

新たな枠組み

短期的な取組 中長期的な対応

計画段階

接道工事の
協議・

承認段階

立地後

• 既存の交通アセスメント内容の確認

• 承認条件としての事後対策の明確化

（立地後に著しい渋滞が生じた場合における対策の要請 等）

（４） 今後の進め方（案）
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• 立地許可等のプロセスにおける許可権者と道路管理者の

連携強化

（接道工事の事前協議における対策の充実、計画審査への技術的

支援 等）

（道路管理者以外の者の行う工事）

道路法第24条 道路管理者以外の者は、（略）道路管理者の承認を受けて道路

に関する工事又は道路の維持を行うことができる。

（許可等の条件）

道路法87条 国土交通大臣及び道路管理者は、この法律の規定によってする許

可、認可又は承認には、（略）道路の構造を保全し、交通の危険を防止し、その他

円滑な交通を確保するために必要な条件を附することができる。

• 道路管理者によるモニタリングの強化

（継続的なデータ収集・分析、既存の交通アセスメントの検証 等）

• 道路周辺の土地利用等に関する新たなガ

イドライン等の策定

（既存の立地許可制度においても道路管理者に

よる関与を強化も検討）

• モニタリングデータのオープン化による立

地者の自主的な取組みの促進

• 渋滞対策協議会等の場を活用したＰＤＣA

サイクルの確実な実施

• 今後のネットワークのあり方の検討

• 今後のネットワークのあり方を踏まえた、

新たな枠組みの導入

既存の制度を活用した道路管理者の主な取組


